
2025 年 7 月 8 日 

 

吸収合併に係る事前開示書面 
 

神戸市中央区港島中町六丁目１３番地４ 

フジッコ株式会社 

代表取締役社長執行役員 福井 正一 

 

 

当社を吸収合併存続会社、フジッコ NEW デリカ株式会社（以下「フジッコ NEW デリ

カ」といいます。）を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）に関

する会社法第 794 条第 1 項および会社法施行規則第 191 条に定める事項は、以下のとおり

です。 

 

 

１．本合併契約の内容 

本合併契約の内容は別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

当社はフジッコ NEW デリカの完全親会社であるため、本合併に際して、当社はフジ

ッコ NEW デリカの株主に対する株式の発行および金銭等の交付を行いません。 

 

３．本合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 

フジッコ NEW デリカは新株予約権を発行していないため、該当事項はありません。 

 

４．計算書類等に関する事項 

4-1．消滅会社に関する事項 

4-1-1．フジッコNEWデリカの最終事業年度に係る計算書類等の内容 

フジッコ NEW デリカの最終事業年度（2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日）に

係る計算書類等の内容は別紙２のとおりです。 

 

4-1-2．フジッコNEWデリカにおける重要な後発事象に関する事項 

フジッコ NEW デリカにおいて、最終事業年度（2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月

31 日）の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の

状況に重要な影響を与える事象はありません。 



 

4-2．当社に関する事項 

4-2-1．当社における重要な後発事象に関する事項 

当社における、最終事業年度（2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日）の末日後に

生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を

与える事象は、別紙３のとおりです。 

 

５．本合併が効力を生ずる日以後におけるフジッコの債務の履行の見込みに関する事項 

2025 年 3 月 31 日現在、当社およびフジッコ NEW デリカの貸借対照表における資

産の額、負債の額および純資産の額は下表のとおりです。 

 

 資産の額 負債の額 純資産の額 

当社 80,015 百万円 11,424 百万円 68,591 百万円 

フジッコ NEW デリカ 1,850 百万円 1,747 百万円 103 百万円 

（表示単位未満の端数切捨） 

 

当社およびフジッコ NEW デリカのいずれについても、上記貸借対照表の基準日後、

その債務の履行の見込みに影響を与える財務状況の悪化はなく、資産内容上、短期支払

能力にも問題はありません。また、本合併の効力発生日以後における資産および負債の

状態に重大な変動を生じる事態は現在のところ予測されていません。 

よって、本合併後における当社の負担すべき債務について、履行の見込みがあると判

断いたします。 

 

以上 

 

 

 

  



 

 

 

 

別紙１ 

本合併契約の内容 

 

 

（次頁以降に添付） 

 



吸収合併契約書 

 

フジッコ株式会社（以下「甲」という。）およびフジッコ NEW デリカ株式会社（以下「乙」

という。）は、次のとおり吸収合併契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第 1 条（吸収合併の方法） 

甲および乙は、本契約に定めるところにより、甲を吸収合併存続会社、乙を吸収合併消滅

会社とする吸収合併（以下「本件合併」という。）を行い、甲は、本件合併により乙の権

利義務の全部を承継する。 

 

第 2 条（合併をする会社の商号および住所） 

本件合併の吸収合併存続会社および吸収合併消滅会社のそれぞれの商号および住所は、

次のとおりである。 

吸収合併存続会社（甲） 

商号：フジッコ株式会社 

住所：神戸市中央区港島中町六丁目１３番地４ 

吸収合併消滅会社（乙） 

商号：フジッコ NEW デリカ株式会社 

住所：神戸市中央区港島中町六丁目１３番地４ 

 

第 3 条（本件合併の効力発生日） 

本件合併の効力発生日（以下「効力発生日」という。）は 2025 年 10 月 1 日とする。ただ

し、本件合併の手続進行上の必要性その他の事由により、甲乙協議し合意のうえ、これを

変更することができる。 

 

第 4 条（本件合併に際して交付する株式等） 

甲は、乙の発行済株式の全部を保有しているため、乙の株主に対し、本件合併に際して、

甲の株式その他一切の対価を交付しないものとする。 

 

第 5 条（資本金及び準備金の額） 

本件合併に際して、甲の資本金および準備金の額の増加は行わない。 

 

第 6 条（本件合併の承認手続等） 

１．甲は、本件合併が会社法第 796 条第 2 項本文に定める場合に該当するため、株主総

会による本契約の承認を求めずに、取締役会の決議に基づいて本件合併を実行する。 



２．乙は、本件合併が会社法第 784 条第 1 項本文に定める場合に該当するため、株主総

会による本契約の承認を求めずに、取締役会の決議に基づいて本件合併を実行する。 

 

第 7 条（会社財産の引継ぎ） 

甲は、効力発生日において、乙の資産及び負債並びにこれらに付随する全ての権利義務を

承継するものとする。 

 

第 8 条（会社財産の管理） 

甲および乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまでの間、善良なる管理者の注意をもっ

てそれぞれの業務の執行および財産の管理を行い、それぞれの資産内容、財産状態、経営

成績、キャッシュフロー、事業または将来収益計画（以下「資産内容等」と総称する。）

に重大な影響を及ぼす行為を行おうとする場合には、あらかじめ甲乙協議し合意のうえ、

これを行う。 

 

第 9 条（誓約事項） 

甲および乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまでの間、その資産内容等に重大な影響

を及ぼす恐れのある事象その他本件合併の実行に重大な影響を及ぼす恐れのある事象が

判明または発生した場合には、相手方に対して、速やかに書面によりその旨および当該事

象の内容を通知しなければならない。 

 

第 10 条（合併条件の変更および本契約の解除） 

本契約締結の日から効力発生日前日までの間において、甲または乙の資産内容等に重大

な影響を及ぼす事象その他本件合併の実行に重大な影響を及ぼす事象が判明または発生

した場合には、甲乙協議し合意のうえ、本契約の変更または解除を行うことができる。 

 

第 11 条（準拠法および裁判管轄） 

１．本契約の準拠法は日本法とし、日本法に従って解釈される。 

２．本契約に関して甲および乙との間に生じる一切の紛争の解決については、大阪地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

第 12 条（本契約に定めのない事項） 

本契約に定める事項のほか、本件合併に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲乙協

議し合意のうえ定める。 

 

本契約締結の証として本書 2 通を作成し、甲乙記名押印のうえ、甲が原本を、乙はその写し

をそれぞれ保有するものとする。 



 

2025 年 7 月 7 日 

 

甲：神戸市中央区港島中町六丁目１３番地４ 

フジッコ株式会社 

代表取締役社長執行役員 福井 正一 

 

乙：神戸市中央区港島中町六丁目１３番地４ 

フジッコ NEW デリカ株式会社 

代表取締役社長 豊村 正之 

 

 

 



 

 

 

 

別紙２ 

フジッコ NEW デリカ株式会社 

最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

 

（次頁以降に添付） 
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神戸市中央区港島中町六丁目 13番地 4 

フジッコＮＥＷデリカ株式会社  

第４期 事業報告書 
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事業報告 

 

１． 事業の経過およびその成果 

    売上高は、新規取引先の拡大と製品値上げの成果があり294百万円の増収となりました。  

次年度に向けてMAP製品の開発と冷凍技術の活用で新しいビジネスに取り組んで参ります。

利益面については、全社で生産性の向上に取り組みましたが材料費・人件費の高騰を受け

結果 営業損失は49百万円・経常損失48百万円となりました。ただ特別利益として、省人

化ロボット導入による助成金を受け、当期純利益は28百万円となりました。 

（１） 当期決算に関す

る予算・実績比

較 

△ 売上高は９２億６４百万円(計画比95.6%)         

利益は、苦戦し営業損失４９百万円 経常損失４８百万円    

国からの助成金を受け当期純利益２８百万円となりました。 

(2) 事業計画の進捗度 〇 

X 

新規取引先も拡大、製品値上げも実施できました。 

新事業冷凍食品の新製品開発と、販売が実施できなかった。 

(3) 同業他社との業績比

較 

- 同業他社とも材料費の高騰、人手不足とダブルパンチで苦戦

が続いています。 

(4) フジッコ㈱の投融資

効果の測定 

- 特になし。 

 

(5) 当該関係会社の外部

環境 

△ ２０２２年の総菜市場規模１０兆円を超えコロナ禍前の水準

に戻る。 

(6) フジッコ㈱およびグ

ループ内他社との取

引内容 

- フジッコ㈱より日配総菜食品の生産を受諾し、 

生産設備の賃貸と人員の出向があります。 

(7) 総合評価 △ 日配事業の収益改善、値上げの実施と新規取引先の拡大で収

益改善は実施したが 冷凍事業の販売不振で収益が減少し

た。 

 

２．事業別売上高の概況 

事業別の販売状況は、次のとおりであります。 

 

事業 売上高(百万円) 構成比(％) 前期比(％) 主 な 内 容 

日 配 惣 菜 事 業 9,264 100.0 103.3 和惣菜（チルド） 

合  計 9,264 100.0 103.3  

    

 

３．設備投資の状況 

    惣菜盛付ロボットを現場へ導入し、省人化を実施 生産性の向上となりました。 
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４．主要な借入先  

該当事項はなし。 

 

５．財産、損益の状況及び従業員数の推移 

期 別 

 

区 分 

第2期 

2023年 

3月期 

第2期 

2023年 

3月期 

第3期 

2024年 

3月期 

売上高 (百万円) 8,732 8,969 9,264 

経常利益 (百万円) △75 43 △48 

当期純利益 (百万円) △87 37 28 

１株当たり当期純利益  △９,721.58円 4,169.67円 3,209.91円 

総資産 (百万円) 1,484 1,776 1,850 

純資産 (百万円) 37 74 103 

１株当たり純資産  4,137円 8,307円 11,517円 

従業員数 

(ほか、平均臨時雇用者数) 
(名) 

129 

(438) 

139 

(423) 

137 

(418) 

       

６．対処すべき課題   

(1)生産性の向上 省人化のため生産ロボットの導入を推進 

(2)販売活動の活性化 製品の再値上げを実施 

業務用ルートの販売と新規取引先の積極的に拡大 

(3)研究開発の促進 冷凍技術の活用でロス対策と新製品の開発 

SDGs推進の為、新包装資材の研究を推進 

(4)財務内容の充実 仕入価格の安定化を図り 在庫ロス削減を徹底し収益の改善実施 

(5)設備の合理化 働きやすい環境改善と老朽化対策を実施 

(6)制度・組織の効率化 各現場にてDXを推進し間接部門の統合化を推進 

(7)労務管理の充実 労災０活動とストレスチェックを強化 安全と従業員の健康を推進 

(8)コンプライアンス 法令と社内規定に基づく公平な業務活動を徹底 

(9)その他 － 

 

７．2026年3月期の業績予想(2025年4月1日～2026年3月31日) 

(％表示は、対前期増減率) 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

9,362 1.1 150 - 151 - 105 266.4 

    

























2025 年５月 28 日 

 

監 査 報 告 書 

 

 

監査役は、2024 年４月１日から 2025 年３月 31 日までの事業年度の取締役の職務の執行

を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

 

1 監査の方法及びその内容 

監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類を閲覧し、各事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る事業報告書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本変動計算書及び個別注記表）について検討いたしました。 

 

2 監査の結果 

（1） 事業報告書の監査結果 

一  事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 

二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

（2） 計算書類の監査結果 

計算書類は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認めます。 

 

 

 

フジッコＮＥＷデリカ株式会社 

監査役 笠垣 弘幸 

 

 

㊞ 



 

 

 

 

別紙３ 

フジッコ株式会社 

重要な後発事象に関する事項 

 

 

（次頁以降に記載） 

  



（生産体制集約に伴う工場の閉鎖） 

当社は、2025 年５月２日開催の取締役会において、浜坂工場を閉鎖することを決定

いたしました。 

１ 工場閉鎖の理由 

 浜坂工場は、1968 年フジコン食品株式会社として稼働を開始して以来、これま

でに数多くの製品を製造してまいりましたが、近年では建物や設備機器の老朽化が

進んでおります。 

 つきましては、経営資源の有効活用及び業務効率化・省力化を図るために、当社

グループの所有する資産について総合的に勘案した結果、工場機能を集約すること

とし、浜坂工場を閉鎖するとの判断に至りました。 

 

２ 浜坂工場の概要 

（１）名称 フジッコ株式会社 浜坂工場 

（２）所在地 兵庫県美方郡新温泉町福富字定利 178番地 

（３）設置時期 1968年 

（４）事業案内 昆布製品、豆製品の製造 

（５）従業員数 124名（2025年３月現在） 

（６）敷地面積 12,135㎡ 

 

３ 今後の日程 

 浜坂工場の生産終了時期につきましては、2027 年３月末日を予定しております。 

 

４ 当該事象の営業活動等に及ぼす影響 

 当該事象による当連結会計年度の業績への影響は織り込み済みであります。また

翌連結会計年度以降の業績影響については詳細を精査中であり、現時点では未確定

です。 

 

５ その他 

 同工場で生産中の製品は、当社の他の工場に順次、生産移管いたします。また、

当工場の従業員につきましては、雇用維持を最優先として、当社の他工場及びグル

ープ会社への異動を進めてまいります。 


